
○反核医師の声（1）○ 

 

軍事費を削ってコロナ対策に充てよ

世界的に猛威をふるう新型コロナウイルス――。感染者数、死亡者数急増の背景には、緊縮財

政のあおりで感染症に対応できる態勢が損なわれたことが要因にある。「不要不急」の核兵器関連

費や防衛予算でできる、感染症対策などの医療提供体制の充実について、試算した。 

 

５月 18 日現在、ＷＨＯ発表では、新型コロナ

ウイルス感染者数は 461 万人、死亡者数は 31 万

人を超えている。被害拡大の要因として、緊縮

財政により病院の集約化を進めたために、医療

提供体制が縮小し、「医療崩壊」が各国で起こっ

たことが指摘されるなど、医療や社会保障のあ

り方が、世界的に問われている。 

注目したいのは、世界で起こっている、「軍事

費を削って、コロナ対策に充てよ」という声で

ある。2017 年にノーベル平和賞を受賞したＩＣ

ＡＮ（核兵器禁止国際キャンペーン）は、「核兵

器への浪費をやめて、医療費にまわせ」という

声明を発表した。それによると、2019 年度に核

保有国が核兵器の開発・製造に使った核関連費

は、729 億ドルに上る。とりわけアメリカが 354

億ドル（約 3.8 兆円）と突出して高く、中国 104

億ドル（約 1.1 兆円）、英国 89 億ドル（約 9700

億円）と続いている（図１）。（２面につづく） 
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ICAN ホームページ（https://www.icanw.org/report_73_billion_nuclear_weapons_spending_2020）より 

図１ 核保有国の 2019 年度の核兵器関連費 



○反核医師の声（2）○ 

（１面からのつづき） 

ＩＣＡＮはつづいて、これらの核関連費を医

療に使うと、どれほどの医療資源の拡充ができ

るかを試算。フランスでは、核関連費 45 億ユー

ロで、集中治療室 10 万床、１万台の人工呼吸器

を設置し、２万人の看護師、１万人の医師を雇

用できるとしている（図２）。 

 同様に、イギリスでは、核関連費 72 億ポンド

で、集中治療室 10 万床、３万台の人工呼吸器を

設置し、５万人の看護師、４万人の医師を雇用

でき、National Health Service の人員不足を

解消することができるとしている（図３）。 

 最後に、アメリカでは、核関連費 351 億ドル

で、集中治療室 30 万床、３万５千台の人工呼吸

器を設置し、15 万人の看護師と、７万５千人の

医師を雇用できるとしている（図４）。 

 国連のグテレス事務総長も３月 23 日に、「コ

ロナに立ち向かうため、世界のあらゆる場所で

の即時停戦を呼びかける」と訴えた。これに対

して、４月６日現在で、国連加盟の約 70 カ国が

支持を表明している。 

  

お隣の韓国でも、コロナ感染症拡大に対処す

るための第２次補正予算で、軍事費を 9897 億ウ

ォン（約 850 億円）削減し、全世帯に支給する

「緊急災害支援金」の財源に充てることなどを

決定した。 

（３面につづく） 

図２ フランスの核関連費で可能な医療拡充 

図３ イギリスの核関連費で可能な医療拡充 

 

図４ アメリカの核関連費で可能な医療拡充 

ICAN ホームページ（https://www.icanw.org/healthcare_costs）より 



○反核医師の声（3）○ 

（２面からのつづき） 

 一方で、日本は史上最大規模に膨らんだ５兆

円を超える軍事費には一切手をつけようとし

ていない。兵庫県保険医協会は、Ｆ35 戦闘機や

イージス・アショアなどの購入費などを回せば、

どれほど医療の拡充ができるのか試算した。 

まず「不要不急」の防衛予算は、表１に示す

通り、日本が今後購入する防衛装備品と、年間

の在日米軍関係費などの合計で、７兆 9404 億

円に上る。 

 これらで、どれほどの医療の拡充ができるか

を示したものが表２となる。一般病床約５万床、

心肺補助システム（ECMO）約５万台を整備し、

さらに 10 万人の医師を養成することができる

ことが明らかとなった。 

 緊急事態に対する財源として、「不要不急」の

軍事費の削減を求めるとともに、今回のコロナ

禍を世界の軍縮・核廃絶と社会保障拡充の契機

とすべきである。 

 

 

 

防衛予算項目 数量 単価(億円) 合計（億円） 出典

116            防衛省「中期防別表装備品の単価について」（2019.1.8）

334            
防衛装備庁「平成２６年度ライフサイクルコスト管理年次報告書」

（2015.5.13）

護衛艦「いずも」空母化 1             31              31                   
防衛省「我が国の防衛と予算　令和２年度予算の概要」

（2019.12）

オスプレイ 17           189            3,210              
Defense Security Cooperation Agency（米国防安全保障協力局）

「Japan – V-22B Block C Osprey Aircraft」（2015.5.5）

イージス・アショア 2             3,000         6,000              
産経新聞「イージス・アショア　２基で総額６千億円超　関連施設

など含めると想定の３倍に　防衛省試算」（2018.7.23）

在日米軍関係費 － － 7,982              防衛省「在日米軍関係経費（令和２年度予算）」（2019.12）

79,404           

Ｆ-35 147         62,181            

不要不急の防衛予算でできる医療提供体制の充実（兵庫県保険医協会政策部）

合計

医療提供体制の充実 数量 単価(億円) 合計（億円） 出典

一般病床の整備 49,417 0.2034 10,051
独立行政法人 福祉医療機構「平成28年度 福祉・医療施設の建設費

について」（2017.5.24）

心肺補助システム

（ECMO用機器）
49,417 0.6000 29,650

化学工業日報「テルモ、新型コロナ対策、人工肺など導入推進」

（2020.3.16）

医師養成費 99,255 0.4000 39,702 浜松医科大学,滋賀医科大学「財務諸表」・各私立大学授業料等より

79,404合計

核戦争を防止する兵庫県医師の会 

2019 年度会費 ご入金のお願い 
 いつも反核医師の会にご協力を賜りありがとうございます。全国反核医師のつどいやさまざ

まな企画開催等、反核医師の会の活動は、皆さまの会費で成り立っています。 

今年度会費のお振り込みがまだの方は、同封の振り込み用紙にて会費（年額 5000 円）のお振

り込みをお願いします。募金にもぜひご協力ください。 

表１ 日本政府の「不要不急」の防衛予算 

表２ 防衛予算でできる医療提供体制の充実 
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核兵器関連企業への投資について共同通信がアンケート 

 
 

 共同通信は、２月後半〜３月前半にかけて、全国の銀行計 119 行に核兵器関連企業への投資方針

についてのアンケートを文書で実施した。35 行が返信し、16 行が、「核兵器関連企業への投資自制

指針がある」と回答した。共同通信から聞き取った結果の詳細を掲載する。 

 

※回答した 35 行は次の通り。 

三菱 UFJ、三菱 UFJ、三井住友、みずほ、ゆうちょ、りそな、北海道、東北、北洋、仙台、きらやか、

大垣共立、群馬、埼玉りそな、神奈川、富山、福井、福邦、関西みらい、みなと、鳥取、高知、筑

邦、大分、肥後、宮﨑、鹿児島、沖縄海邦、あおぞら、住信 SBI ネット、新生、ソニー、楽天、ロ

ーソン、匿名２行 

※119 行中、７割が「社内で議論したことがない」と回答しなかった 

 

１、核兵器関連企業への投資自制指針について 

「ある」16 行：三菱 UFJ、三井住友、みずほ、

ゆうちょ、りそな、埼玉りそな、あおぞら、住

信 SBI、北海道、北洋、東北、大垣共立、関西み

らい、みなと、肥後、鹿児島 

「ない」16 行 

「策定予定」２行 

「その他」１行 

 

２、核兵器禁止条約の評価について 

「支持する」９行：北海道、北洋、高知、大分、

筑邦、肥後、鹿児島、（匿名２行） 

「支持しない」０行 

「分からない」20 行 ※５行は日本政府が支持

していないことを理由に挙げた 

「無回答」６行 

 

３、核兵器関連企業への将来的な投資リスク 

「あると考える」12 行 

「あるとは考えない」０行 

「分からない」16 行 

「無回答」７行 

 

４、核関連企業への投資実績 

「現在ある、過去にあった」０行 

「公表できない」０行 

「過去も現在もない」28 行 

「無回答」２行 

  



○反核医師の声（5）○ 

だれでもできる 

“Don't Bank on the Bomb”キャンペーン 
  

昨年に京都で開催された「反核医師のつどい in 京都」でシンポジウムのテーマとなり、メディア

でも報道された、金融機関の核兵器製造企業への融資を止めさせる、“Don't Bank on the Bomb”

キャンペーン。核戦争を防止する兵庫県医師の会では、近畿各県の反核医師の会と共同して、この

運動に取り組んでいる。銀行支店窓口でも簡単に取り組める方法を紹介するので、ぜひご協力いた

だきたい。 

 

Step.１ 口座をお持ちの銀行に行き、担当者に繋いでもらおう 

案内係の方になどに目的を話せば、支店長などが対応してくれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Step.２ 担当者にキャンペーンのことを知ってもらおう 

まずは担当者に“Don't Bank on the Bomb”のことを知ってもらうことが大切です。銀行で働く

方一人でも多くに“Don't Bank on the Bomb”を知ってもらえば、ゆくゆくは銀行業界や金融業界

での常識となっていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“Don't Bank on the Bomb”というキャンペーンをご存知です

か？核兵器製造企業に融資を行わせないという取り組みで、世

界中で広がっています。そこで今日は貴行の投資方針について

うかがいに来ました。どなたかお分かりになる方はいますか？  

“Don't Bank on the Bomb”というキャンペーンをご存知

ですか？ 

すみません。はじめて知りました。 



○反核医師の声（6）○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Step.３ 銀行としてこの取り組みに賛同するよう訴えよう 

 ぜひ、銀行として核兵器製造企業への投資を行わない方針を確立するように求めてください。今、

銀行業界でもＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）やＥＳＧ投資（環境・社会・ガバナンスを考慮した

投資）などが非常に注目されています。ＳＤＧｓは「全ての人に健康と福祉を」「平和と公平を全て

の人に」という目標が掲げられています。当然、核兵器は人々の健康を害し死に到らせるものです

し、平和な世界とも相容れません。ですから、こうした銀行が既に取り組んでいる目標や投資方針

の一環として、核兵器製造企業への投資を行わない方針も確立するよう求めましょう。 

 当然、即答はされませんが、きちんと上司や本店に意見を届けてもらうようにしましょう。各支

店から多くのお客さんがこの問題に関心を持っているという報告が上がれば、おのずと銀行として

対応を考えるようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こうしたキャンペーンについてどう思いますか？  

銀行としての正式な回答は私ではできません。  

ありがとうございます。ぜひ、貴行にもこのキャンペー

ンに賛同いただきたいと思います。国内でも既にりそな

銀行や肥後銀行、鹿児島銀行では、核兵器製造企業への

投資を行わない方針を確立し、公開しています。ぜひ、

銀行として検討してください。よろしくお願いします。 

わかりました。お話は上に伝えます。 

それはもちろんそうだと思います。個人的な感想でもよ

いので教えてください。 

そうですね。私は、……と思いますが。 



○反核医師の声（7）○ 

９条改憲ＮＯ！改憲発議に反対する 

全国緊急署名にご協力を 

 
民意を無視し、 

改憲を狙う安倍政権 

 

 安倍首相は 2019 年の参議院選挙

で、改憲に賛成する勢力が参議院の

３分の２を割ったにもかかわらず、

民意が「改憲について議論すべき」

と意思表示したと発言。憲法審査会

の議論を推し進める意向を表明し、

2020 年中の国会での改憲発議の危

険性が高まっています。 

 

世界の戦争に 

介入・参加する危険 

 

 安倍政権はこれまでの長きにわ

たる自民党の憲法解釈を１内閣の

みで変更し、2014 年に集団的自衛

権の行使容認、2015 年には安保関

連法の成立を強行し、自衛隊が外国

で武力行使できる体制を作りまし

た。しかも、2016 年からの自衛隊日

報問題では南スーダンやイラクへ

派遣された自衛隊の日報について、

国会での追及に対してその存在を隠蔽するなど、

シビリアンコントロールを欠いた状況にありま

した。 

 このような安倍政権の下で９条が変えられる

と、これまで以上に自衛隊が、世界各地での戦

争や紛争へ歯止めなく、介入・参加するように

なり、自衛隊による海外で他国の軍と共同で武

力を行使する危険が高まり、国民にも必要な情

報が示されなくなる、非常に危険なものです。 

 事態は緊急です。署名がまだの方は、ぜひご

協力をお願いいたします。

 

署名用紙・返信用封筒のご注文は、☎078―393―1807 まで
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ノーモア・ヒバクシャ署名にご協力を 

署名用紙・返信用封筒のご注文は、☎078―393―1807 まで 


